
もうひとつはそれに先立って、当事者が住む場所や医療と生活支援のサービスを受ける権利を  

失うことがないよう十分な配慮をしつつ全国の精神病應を半減することを決め、その期限を定  

めて、実行のための計画を立てることです。行政の責任で住居を確保し、生活支援サービスとア  

ウトリーチ医療で支えることで地域生活を支援し、社会的入院を解消していきます。そのように  

して、アウ】トリーチ医療と入院医療の高規格化と医療機関の磯能分化を推進し、精神医療の一般  

医療化と医療サービスの質の向上を図ります。大きな変化により当事者や家族や医療機関に混  

乱が生じないよう、期限を明確にした経過措置と必要な財政措置をとり、また専門職にほ新しい  

サービスについての十分な研修の機会を保証して、現状からの段階的で円滑な移行を図ります。  

家族を始めとする介護者を地域社会で支援します  

こころの健康の問  

題について、家族  

を始めとする周囲  

の人々の力は専門  

家以上に大きなも  

のです。しかし、  

そのことを理由と  

してこれまで家族  

は、こころの健康  

問題についての保  

健・医療・福祉が不十分な点を肩代わりせざるを得ない立場に追い込まれ、そのことが社会的な  

孤立をも招いてきました。そうした状況を改善して、家族を始めとする介護者か安心して介護  

に携われるような家族全体を支援する体制を整えます。  

第一は、家族支援専門員制度を創設することを柱とした、家族全体を支援する任組みを作るこ  

とです。当事者だけでなく家族を始めとする介護者の支援について専門的な教育と経験を積  

んだ専門員を養成し、たとえば地域こころの健康推進チームに配置します。家族支援相談員は、  

家族や介叢書がそうした立場でなければできないような支援や介護を当事者に向けられるよ  

う、家族自身を支援していきます。  

第二ほ、医療において家族の位置づけを明確にする  

ことです。精神医療においては、例えば精神医療の  

必要性が明らかでない当事者について家族だけで医  

療についての相談を希望する場合があります。また、  

病気であることを認めていない当事者や病気で混乱  

している当事者にかわって、家族が病状の説明を受  

ける場合があります。このような場合に、相談に十  

分な時間がとれなかったり説明が不十分となりがち  

な背景には、診療報酬において家族の位置づけが明  

確でないことがあります。こうした家族の相談や家  

族への説明について、診療報酬における位置づけを  

明確にします。  次のページにつづく○  
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第三は、精神保健福祉法による医療保護入院などの非自発入院における保護者制度を廃止する  

ことです。医療を希望しない当事者にかわって非自発入院を家族が承諾する諷度は、当事者と  

の関係を悪化させかねない危惧とともに、保護者としての責任も負わなければならないとい  

う、二重の負担を家族に強いるものです。家族には、家族としての支援に専念してもらえるよ  

う、非自発入院への同意や人権擁護庭ついては別の制度を検討します。  

4．精神保健医療改革を実現するための制度を整備します  

ぜ紳好一脚絆－ぜβ由鶴鴎ぜ画狩鴎一卵押■純一脚由鵬鴎一擁・噂醐将幽   

こころの健康問題について啓発を進めます  

こころの健康の問題は、国民すべてに関わることです。しかし  

その必要性に比べて、こころの健康問題についての知識の普及  

はわずかです。地域こころの健康推進チームによる地域レベ  

ルの取組みと、国全体の取組みを組み合わせることで、こころ  

の健康問題についての啓発を進めていきます。このことが、精  

神疾患についての偏見や差別をなくしていくことの基盤にな  

ります（BOXヰ参照）。こころの健康問題はすべての年齢に関  

わり、しかも若年から始まることも多いという特徴があります  

ので、とくに中学校や高校など中等教育における学校教育のな  

かでこころの健康のテーマを取りあげる（BOX5参照）ととも  

に、青少年になじみやすいスペースを広めて気軽に情報を受取れるような工夫を推進します。  

権利擁護組織やサービス評価組織を市区町村に設置します  

非自発入院についての精神医療審査会に相当する組織として、アウ」トリーチなどの医療をはじ  

め保健や福祉についても当事者の権利を擁護するために、当事者・家族・一般市民を中心とした  

権利擁護組織を設置します。権利擁護の求めがあった時だけでなく、日常的に保健・医療・福祉  

のサービスを実地でチェックし、改善を勧告する権限をもち、当事者の権利擁箆に努めます。  

また、こころの健康についての保健・医療・福祉のサービスの評価を推進します。サービスを実  

地で評価し点検するために、当事者・家族・一般市民を中心とし医療や評価の専門家を加えた評  

価・監査組織を設置します。それぞれのサービスかどのくらい役立っているか（アウトカム）を  

評価してその結果を公表し、利用者に役立つ情報として提供します。また、例えば医寮校閲で  

あれば治療成績など、それぞれのサービス提供者がその内容や評価をみずから公表する取組み  

を進め、利用者に有用となる適切な指標を発展させていきます。そこには、地域で必要な公的  

業務への協力など、地域のネッl、ワークへの貢献も含むこととします。  

人材の育成に著橿的に取り組みます  

こころの健康についてのサービスぎこおいては、人によるサービスかすべての基本です。利用者  

や家族の尊厳と権利を守り倍顛粛係を築くことができるという基礎のうえに、専門的な知識と  

技術と経験をもち、チームワークや連携を通じてサービスを提供することで、病気だけでなく  

生活や人生を相談できる専門家の育成旺取組みます。  
次のページにつづく○   
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総合的な人材育成システムのなかのひとつとして「こころの健康地域研修センター」（仮称）を  

設置L、改革軋ともなって必要となる専門家向けの転換教育、家族支援専門員など新たに設ける  

専門職についての専門教育、これから専門家に育っていく人材についての専門職教育などを、実  

践を含めて行ないます。また、精神科医が最初に教育を受ける場となることが多い大学病院に  

おいて、多聴穂が勤務しておらず、入院医療中心の経験となりがちな現状を変えていきます。そ  

らした専門職としての人材養成を支えるものとして、一般医療関係者へのこころの健康教育を  

広め、また卒業前の専門教育においてこころの健康や地域ケアについての教育を充実します。   

地域濫「こころの健康推進会議」を設置し、「こころの健康推進計画」を策定します  

市区町村の実情と実態に合わせてこころの健康の推進を図るために、「市区町村こころの健康  

推進協議会」（仮称）を設置し、そこで「地域こころの健康推進計画」（仮称）を策定します。協議  

会の委員には当事者・家族・一般市民も参加し、住民としてのニーズを明確にします。さらに、  

地域こころの健康推進チ【ムが把握したニーズや不足している社会資源についての情報をも  

とに、その地域で進めるべき蒐策を明らかにして、地域こころの健康推進計画を策定します。  

そこには、救急医療、専門医療、臨床研究を担う地域精神医療拠点病院の指偏泊ども含みます。  

この地域こころの健康推進計画を通じて、保健・医療・福祉について民間の専門職や専門施設と  

行政などの公的磯関が連携した、「地域こころの健康推進ネットワーク」（仮称）の構築に努めま  

す。この協議会の求めるところをもとに、首長は、「こころの健康推進宣言」（仮称）を毎年行い、  

地域でこころの健康推進に取り組みやすい環境を整備します。  

都道府県は、こうして市区町村がそれぞれの地域の実情とニーズにもとづいて定めた地域ここ  

ろの健康推進計商を踏まえて、当事者・家族・一般市民も参加した市区町村を包括する「都道府  

県こころの健康推進協議会」（仮称）設置して、「都道府県こころの健康推進計画」（仮称）を策定  

します。それにより、市区町村におけるこころの健康推進に関わる計画策定や実施を支援する  

とともに、その実施に必要となる専門的な知識と経験をもつ人材の確保、養成、資質の向上のた  

めに必要な施策を策定し実施します。また知事－ま、都道府県こころの健康推進協議会の求める  

ところをもとに「こころの健康推進重言」（仮称）を毎年行い、都道府県におけるこころの健康推  

進に取り組みやすい環境を整備します。  

地方での取組みを進める基盤を国が担当します  

上記のような地方での取組みを進めるため、厚生労働大臣のもとに「こころの健康政策推進協  

議会」（仮称）を設置し、改革の実現を推進し確実にします。また、その方針にもとづいて具体的  

な施宋を進める「こころの健康政策推進チーム」（仮称）を設置します。このチームは、さまぎま  

なこころの健康問題をもつ当事者や家族の実態把握、自殺対策など国家戦略の具体化、精神疾  

患治療ガイドラインの作成、専門サービスの指導者糞成、国レベルでの啓発活動、鯨床研究推進  

など監ついて施策立案を担当します。それにもとづき、人材育成のための指導者研修を担当し、  

また都道府県紅よる専門研修などの人材育成を支援します。また、厚生労働大臣は本改革が実  

現できるよう必要な予算の保証と診療報酬改革に取巌むととも軋、こころの健康問題の重要性  

と施策の必要性暫こ見合うよう、担当部署（現・精神・障害保健課）の体制やあり方を見直します。  

さらに、これらの取組みについて法的な整備を行なうために、厚生労働大臣のもと中期戦略を  

速やかに策定したうえで、「芸．；：篭の髄凄碍保持選び増媛萄ため釣顆韓痍奮対韓姦療法寮」（仮  

称）を制定し、それにもとづいてこころの健康推進基本計画を策定します。精神保健福祉法な  

ど関連する法律の見直しを進めていきます。  
次のページにつづく○   
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本改革についてほ、国家的戦略課題であるという重要性に鑑みて、従来の医療費の再配分とい  

う枠組みを越えて、慶先的に予算を投入することを検討します。とくに大麻な改革になる移行  

期については、一時的な予算の増額を保証します。とくに精神保健の活動については、自殺対策  

基本法や子ども・若者育成支援推進法など、こころの健康問題を基盤とした個別法における事  

業と共同することで、その事業効果を高めるとともに、財政を有効活用することも検討します。  

改革は期限と数値目標を明確にして行います  

改革は全体として7年計画で行ないます。2011～2012年度（平成23～24年度）を地域こころの  

健康推進先行事業の2年間とし、全国50エリアについて改革を試行します。2011年度（平成23年  

度）は補助金にもとづく事業として行い、その結果にもとづく修正を加えたうえで2012年度  

（平成24年度）にほ医療法欝6次改正や診療報酬改訂を受けて、診療報酬と補助金事業を並行し  

た形で実施します。地域こころの健康推進先行事業2年間の経験をもとに、2013～15年度（平成  

25～27年度）は事業の必要性が高いと考えられる市区町村について、本事業・前期としての取  

り覿みを行い、2013と2014年皮は10％、2015年度は30％の合計50％の改革実施を目標としま  

す。2016～2017年度（平成28～29年度）は本事業・後期で、人口密度の低い地域など改革実施の  

困難な地域も含めて全国での普及を目指して、1年15％ずつの改革を目標とし、7年間で合計  

80％の実施を目標とします。  

〔付記〕  

この文章のイラストならびに冒頭の解説遅画は、精神疾患のご家族をもつ浸画家である協力要具・中村ユキ氏  

が、ボランティアで製作し「こころの健康政策積層会議」に提供してくださったものです。  

頑やぽぜ沖好鵬刷好脚絆一姉・掬鵬鴎灘申呼鴎一幽魂鴎一掬  

BOXl  

外来・在宅鴇韓科医療におけるケアプログラムアブロ榊季膵P鋸の辱Å  

薬によって病気を治療するだけでなく、心理的なサポートをしたり、生活や就学・就労を  

捜極的に支援したりして、その人その人のニーズにあった包括的なサービスをパッケー  

ジ化して当事者・家族にスムーズに届ける治療・支援体制の実現が求められています。  

そのために、医師を含む多職種のチームで、当事者や家族の希望を尊重した包括的な治  

療・支援計画（ケアプログラム）を作成し、それに藩った治療・支凍を捷供していくことが  

必要となります。また、包括的なサービスを切れ目無く提供していくために、主治医だ  

けでなく担当制のケアコーディネーター（看護師、精神保健福祉士、盛床心理職、作業療  

法士、等）を当事者・家族に割り付けます。相談したことがある際には、主治医だけでな  

く、ケアコーディネーターにも相談ができます。  

こうした治療・支援体制を普及させ、当事者・家族の回復（リカバリー）を地域でより効果  

的に支えていくために、外来・在宅医療においてこうしたケアプログラムアプローチ  

（CPA）が保障される診療報酬等の仕組みを整備する必要があります。また、「包括的諸  

表」の考え方を導入して、医師だし＝こよる3分診療を解消し、ケアコーディネーターがよ  

り機能的に当事者・家族を支援できるようにする必要があります。  
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